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お
お
と
よ
ゆ
と
り
す
と

８月２日（月）は国民健康保険税（１期）・固定資産税（２期）の納期限です

　

こ
の
事
業
は
、
専
門
家
に
よ
る
耐
震
診

断
を
行
い
、
正
確
な
住
宅
の
耐
震
性
能
の

評
価
と
総
合
判
断
に
基
づ
く
情
報
提
供
を

行
う
も
の
で
す
。

【
対
象
住
宅
】　

次
の
要
件
を
満
た
す
住
宅

　

①
昭
和　

年
５
月　

日
以
前
に
着
工
さ
れ
た
木
造
２
階
建
て

５６

３１

以
下
の
住
宅

　

②
枠
組
壁
工
法
ま
た
は
丸
太
組
工
法
に
よ
っ
て
建
築
さ
れ
た

も
の
以
外
の
も
の

【
募
集
棟
数
】　

３
棟

【
診
断
費
用
】　

本
人
負
担
額
三
千
円（
１
棟
当
た
り
）

【
申
し
込
み
期
限
】　

８
月　

日（
火
）

３１

　

※
申
し
込
み
期
間
内
で
も
募
集
棟
数
に
達
し
た
場
合
、
終
了

し
ま
す
。

【
申
し
込
み
方
法
】

　

産
業
建
設
課
に
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。
申
込
用
紙
を
お
渡
し
し

ま
す
。

　

問
い
合
わ
せ
先　

…
産
業
建
設
課
建
設
水
道
班　

山
原

　

国
民
年
金
の
保
険
料
は
一
万
五
千
百
円
（
平
成　

年
度
）
で

２２

す
が
、
経
済
的
な
理
由
等
で
納
付
が
困
難
な
場
合
は
、
申
請
手

続
き
を
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
よ
り
、
保
険
料
の
納
付
が
免
除

ま
た
は
猶
予
さ
れ
る
制
度
が
あ
り
、
次
の
３
種
類
が
あ
り
ま
す

※
た
だ
し
追
納
し
な
い
と
、
保
険
料
を
納
付
し
た
場
合
に
比

べ
、
将
来
受
け
取
る
老
齢
基
礎
年
金
の
額
が
少
な
く
な
り
ま

す
。

（
１
）免
除
（
全
額
免
除
・
一
部
免
除
）

　
　

本
人
・
世
帯
主
・
配
偶
者
の
所
得
が
一
定
額
以
下
の
場
合

に
保
険
料
の
納
付
が
全
額
免
除
ま
た
は
一
部
免
除
と
な
り
ま

す
。
な
お
、
一
部
免
除
に
つ
い
て
は
、
一
部
を
納
付
し
て
い

た
だ
く
こ
と
に
な
り
、
そ
れ
が
未
納
に
な
っ
て
し
ま
っ
た
場

合
、
免
除
が
無
効
と
な
り
ま
す
の
で
、
将
来
の
老
齢
年
金
の

額
に
反
映
さ
れ
ま
せ
ん
し
、
障
害
基
礎
年
金
や
遺
族
基
礎
年

金
を
受
給
で
き
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

（
２
）若
年
者
納
付
猶
予

　
　
　

歳
未
満
の
方
で
本
人
・
配
偶
者
前
年
度
所
得
が
一
定
額

３０
以
下
の
場
合
に
、
保
険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
ま
す
。

（
３
）学
生
納
付
特
例
申
請

　
　

学
生
で
本
人
の
前
年
度
所
得
が
一
定
額
以
下
の
場
合
、
保

険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
ま
す
。

【
申
請
時
期
】

　

（
１
）、（
２
）
は
毎
年
７
月
か
ら
翌
年
７
月
、（
３
）
は
４
月

か
ら
翌
年
４
月
ま
で

　

問
い
合
わ
せ
先　

…
住
民
課
福
祉
班　

笹
岡
（
内
線　

）
１１２

　

大
豊
町
、
本
山
町
、
土
佐
町
、
大

川
村
は
、
税
務
事
務
の
共
同
処
理
を

行
い
、
税
の
公
平
性
確
保
や
事
務
効

率
化
の
た
め
、「
嶺
北
４
町
村
滞
納

整
理
等
推
進
機
構
」
を
４
月
１
日
に

設
置
し
ま
し
た
。

　

７
月
か
ら
は
、
機
構
を
構
成
す
る
町
村
の
職
員
が
、
常
駐
す

る
県
の
職
員
の
指
導
を
受
け
な
が
ら
、
滞
納
処
分
（
財
産
の
差

し
押
さ
え
）
を
前
提
と
し
た
滞
納
整
理
を
行
い
ま
す
。

　

厳
し
い
経
済
状
況
の
中
で
納
期
内
に
納
税
さ
れ
て
い
る
方
が

大
半
で
す
が
、
残
念
な
が
ら
納
税
す
る
資
力
が
あ
り
な
が
ら
納

め
て
い
な
い
方
が
い
ま
す
。

　

嶺
北
４
町
村
は
共
同
し
て
、
県
の
支
援
の
も
と
で
「
滞
納
を

許
さ
な
い
」
厳
し
い
姿
勢
で
取
り
組
み
ま
す
。

　

嶺
北
４
町
村
滞
納
整
理
等
推
進
機
構　

事
務
局

　
　

長
岡
郡
本
山
町
本
山　
５０４

　
　
　

本
山
町
中
央
公
民
館
内
（
本
山
町
役
場
南
隣
）

緯
０
８
８
７
︱
７
６
︱
４
５
１
５

　

地
方
税
法
の
改
正
に
よ
り
、
平
成　

年
度
か
ら
国
民
健
康
保

２２

険
税
の
賦
課
限
度
額
が
変
わ
り
ま
す
。

　
※
賦
課
限
度
額
と
は
、
高
所
得
世
帯
に
負
担
が
偏
り
す
ぎ
な
い

よ
う
に
設
け
た
上
限
の
金
額
の
こ
と
で
す
。

　

問
い
合
わ
せ
先　

…
住
民
課
税
務
班　

笹
岡 

　

木
造
住
宅
耐
震
診
断
事
業
の 

募
集
を
行
い
ま
す

国
民
年
金
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
な
時
は

免
除
・
納
付
猶
予
制
度
を
ご
利
用
く
だ
さ
い

７
月
か
ら
滞
納
整
理
開
始

　

滞
納
整
理
等
推
進
機
構

国
民
健
康
保
険
税
の 

賦
課
限
度
額
が
変
わ
り
ま
す

平成２２年度から平成２１年度

基礎賦課分

限度額　５０万円（３万増）
　魂忽

基礎賦課分

限度額　４７万円

後期高齢者支援金分

限度額　１３万円（１万増）
　魂忽

後期高齢者支援金分

限度額　１２万円

介護分（４０～６４歳）

限度額　１０万円
変更なし

介護分（４０～６４歳）

限度額　１０万円

合計限度額　７３万円

（４万増）

合計限度額　６９万円
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お
お
と
よ
ゆ
と
り
す
と

７月１８日（日）９：００～１６：００　ショッピングプラザおおとよでお山の市場開催外

【
父
子
家
庭
の
支
給
要
件
】

　

次
の
条
件
に
当
て
は
ま
る
子
ど
も
に
つ
い
て
、
父
が
そ
の
子

ど
も
を
監
護
し
、
か
つ
、
生
計
を
同
じ
く
し
て
い
る
場
合
に
支

給
さ
れ
ま
す
。

【
父
子
家
庭
の
方
が
受
給
す
る
た
め
に
は
】

　

●
既
に
父
子
家
庭
と
し
て
の
支
給
要
件
に
該
当
し
て
い
る
方

は
、
平
成　

年
８
月
１
日
よ
り
前
で
も
申
請
が
で
き
ま

２２

す
。

　

●
平
成　

年
７
月　

日
ま
で
に
支
給
条
件
に
該
当
し
て
い
る

２２

３１

方
→　

月　

日
ま
で
に
申
請
を
す
れ
ば
、「
８
月
分
」
か
ら

１１

３０

支
給
さ
れ
ま
す
。

　

●
平
成　

年
８
月
１
日
以
降
、　

月　

日
ま
で
に
支
給
条
件

２２

１１

３０

に
該
当
し
た
方
→　

月　

日
ま
で
に
申
請
を
す
れ
ば
、

１１

３０

「
要
件
に
該
当
し
た
日
の
翌
月
分
」か
ら
支
給
さ
れ
ま
す
。

※
手
当
の
支
給
は　

月
と
な
り
ま
す
。

１２

　

申
請
に
当
た
っ
て
は
、
受
給
資
格
者
及
び
該
当
す
る
子
ど
も

の
戸
籍
謄
本
（
抄
本
）
や
住
民
票
が
必
要
で
す
。

　

問
い
合
わ
せ
先　

…
住
民
課
福
祉
班　

笹
岡
（
内
線　

）
１１２

後期高齢者医療制度の平成22・23年度の保険料率が決まりました

8
月
1
日
か
ら
父
子
家
庭
の
皆
さ
ま
に
も 

児
童
扶
養
手
当
が
支
給
さ
れ
ま
す

○
父
母
が
婚
姻
を
解
除
し
た
子
ど
も

○
母
が
死
亡
し
た
子
ど
も

○
母
が
一
定
程
度
の
障
害
の
状
態
に
あ
る
子
ど
も

○
母
の
生
死
が
明
ら
か
で
な
い
子
ど
も

○
そ
の
他
（
母
が
１
年
以
上
遺
棄
し
て
い
る
子
ど
も
、
母

が
１
年
以
上
拘
禁
さ
れ
て
い
る
子
ど
も
、
母
が
婚
姻
に

よ
ら
な
い
で
懐
胎
し
た
子
ど
も
な
ど
）

芦
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梓
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　後期高齢者医療制度では、保険料率は２年ごとに見直しされます。平成２２年度は見直しの時期に当たります

ので、平成２２・２３年度の保険料率が次のとおり改定されました。

　　　　　　　　　　　　　　　　●被保険者均等割額　４８，９３１円

　　　　　　　　　　　　　　　　●所得割率　８．９４％

◆保険料の計算方法

　保険料は一律に負担していただく「被保険者均等割額」と、所得に応じて負担していただく「所得割額」を

合計して被保険者個人ごとに算出します。

　○一人当たりの保険料の上限は５０万円です。

　○総所得金額等とは総所得金額（公的年金等控除などを差し引いた額）と山林所得、土地建物の譲渡所得等

の分離課税所得の合計です。

◆保険料の軽減

　平成２１年度の保険料の軽減措置は、平成２２年度以降も継続されます。

　○【被保険者均等割額の軽減】

　　・世帯主及び被保険者の総所得金額等（※）の合計額の状況により軽減の判定をします。

　　※公的年金収入の場合、年金収入額から公的年金等控除額に１５万円を加算した額を差し引いた後の額で軽

減の判定をします。

　○【所得割額の軽減】

　　・被保険者本人の総所得金額等の状況により軽減の判定をします。

　○【被用者保険の被扶養者であった方の軽減】

　・後期高齢者医療に加入する前日に被用者保険（協会けんぽ・共済組合・船員保険など）の被扶養者（扶養

家族）であった方は、被保険者均等割額が９割軽減され、所得割額は賦課されません。

　（注）同一世帯の中で、被保険者や世帯主の前年中の所得が決定できていない方がいる場合、保険料軽減判定

ができませんので、所得申告をお願いします。

同一世帯内の被保険者と世帯主の総所得金額等の合計額軽減後の均等割額軽減の割合

３３万円以下
被保険者全員が年金収入８０万円以下（その他各種所得なし）の場合

４，８９３円９割

３３万円以下７，３３９円８．５割

３３万円＋（２４．５万円×世帯主以外の被保険者数）以下２４，４６５円５割

３３万円＋（３５万円×世帯の被保険者数）以下３９，１４４円２割

被保険者の所得軽減の割合

保険料の賦課の基となる所得金額（総所得金額等から３３万円を引いた額）が５８万
円以下
※年金収入のみの場合は収入額が２１１万円以下

５割
（所得割額の１／２相当）

所得割額
（総所得金額等−３３万円）×８．９４％

＋
被保険者均等割額
４８，９３１円

＝
年間保険料

（一人当たり）




